
研究分担者

研究協力者

4 ● 令和 4 年度 厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業

研 究 要 旨

白阪　琢磨（国立病院機構大阪医療センター 臨床研究センター長）

四本美保子（東京医科大学臨床検査医学分野 講師）
西浦　　博（京都大学大学院医学研究科 教授）
大北　全俊（東北大学大学院医学系研究科 准教授）
江口有一郎（医療法人ロコメディカル総合研究所 所長）
渡部　健二（大阪大学大学院医学系研究科 教授）
桒原　　健（大阪医科薬科大学薬学部 特任教授）

エイズ予防指針に基づく対策の評価と推進のための研究1

わが国のエイズ対策は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づ
き平成 11 年に策定された「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針（以下、エ
イズ予防指針という。）」に沿って講じられてきた。同指針は、エイズの発生動向の変化等を
踏まえ、３度の見直しが行われ、直近の改正は平成 30 年 1 月から施行され、改正後のエイ
ズ予防指針に基づき、国と地方の役割分担の下、人権を尊重しつつ、普及啓発及び教育、検査・
相談体制の充実、医療の提供などの施策に取り組まれてきた。本研究班は平成 30 年改定の
現エイズ予防指針に基づき、陽性者を取り巻く課題等に対する各種施策の効果等を経年的に
評価し、一元的に進捗状況を把握し、課題抽出を行い、次回の改定に資することが主な目的
である。具体的には「エイズ予防指針の施策実施の評価と課題抽出に関する研究（研究分担者：
四本美保子）」内に各分野専門家で構成される委員会を設け、課題一覧の作成、課題一覧とこ
れまでの事業及び研究、各種ガイドラインとの関連性の整理、課題の抽出等の作業を段階的
に進める。可能であれば各種課題の解決策の検討を行う。予防指針の改定においても、HIV
陽性者のケアカスケードの推計と将来予測は重要であり、「日本におけるケアカスケードの推
定に関する疫学研究（西浦博）」で実施する。最近、効果に優れた ART によって「U=U」と
いう臨床研究に裏打ちされた新しい考え方が出現し、HIV 感染症のイメージを大きく変えつ
つあり、倫理的側面からの研究を含め「HIV 領域の倫理的課題に関する研究（大北全俊）で
実施する。治療によって慢性疾患となり、感染性も実質的に無視出来るまでになっている事を、
国民の大半が正しく理解していないことが前回の世論調査で示され、有効な啓発方法の検討
を「一般若年層を対象とした有効な啓発方法の開発研究（江口有一郎）」で行い、有効であれ
ば予防指針に提示する。医療現場でも未だに HIV に対する診療忌避が散見され、医学生や薬
学生への卒前・卒後の HIV 教育プログラムの必要性を「医学教育に効果的な HIV 教育プログ
ラムの開発研究（渡部健二）」あるいは「薬剤師の HIV 感染症専門薬剤師育成プログラムの
開発研究（桒原健）」で検討する。研究成果を基に一般診療医あるいは医学生の卒前卒後教育
にも役立てる手引きを作成する。最終的にエイズ施策推進に資する事とする。

研究目的
研究 1（四本）本研究では「後天性免疫不全症候
群に関する特定感染症予防指針（以下、エイズ予防
指針）」の次回、指針改正に向けて、課題ごとに平
成 30 年改正エイズ予防指針に基づく各種施策の進
捗状況の把握と現在の課題抽出を行い、次回の改正
に資する。　研究 2（西浦）日本におけるケアカス
ケードの推定に関する疫学研究で、わが国全体の推
定値に関する現状を把握し、特に新型コロナウイル
ス感染症の流行が拡大した中での診断への影響を定

量化する。　研究 3（大北）医療従事者等へのHIV
陽性者の診療の手引き作成などに資するべく、HIV
対策の倫理的課題を明確化し望ましい取り組みの方
向性を提示する。　研究 4（江口）顕在層は SNS な
ど現実世界と近いメディアに接触し、潜在層は掲示
板など匿名性が高いメディアに接触しているのでは
ないかとの仮説を検証するため、①HIV検査を知る
ことや受けることのきっかけ、②MSMに親和性が
あるメディアを明らかにする。　研究 5（渡部）大
阪大学医学部で効果的なHIV教育プログラムを実施
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し、医学部生のHIV 関連知識の定着およびHIV 診
療に対する意識変容を目的とする。　研究 6（桒原）
大学での薬学教育、および卒後の薬剤師養成課程に
おけるHIV感染症の教育プログラムと、その評価方
法の開発を目的とする。　研究 7（白阪）高校生世
代に向けた啓発を実施し、高校での授業で利用され
る、あるいは授業を補完する eラーニングサイトを
開発、公開し、エイズ予防指針に示された教育機関
等での普及啓発に資する。　研究 8（白阪）診療所
勤務医師のHIV診療調査を実施し、実態と関心など
を知り、今後のHIV感染症に関する病診連携につき
検討する。

研究方法
研究 1　現状について、青少年・MSM、陽性者、
予防啓発、検査、臨床、倫理、行政などの各専門家
の立場からの意見の収集を行ない、分野毎に評価と
課題の洗い出しを行い、関連資料を収集し整理し
た。　研究 2　エイズ予防指針の改正に向け、流行
対策の策定支援の基礎となる推定システムを構築す
るために、エイズ動向委員会の疫学データを基に実
施できる推定手法の改善を図った。特に、新型コロ
ナウイルス感染症の流行前と流行中での時間当たり
の診断ハザードの変化と、それに伴う全HIV感染者
中の診断者の割合の変化について統計学的推定を実
施した。　研究 3　記述倫理的研究（国内報道記事
見出し調査・一般医療者に対する意識調査）及び規
範倫理的研究（患者医師関係に関する倫理的課題や
U=U、enabler に関する文献研究）を行った。　
研究 4　.Web アンケート調査として事前調査と本
調査を行った。前者はアンケートモニタの男性全
員に事前質問を送信し、回答者から無作為抽出で
10,000 件を抽出して調査を行った。後者は MSM
かつ 20 〜 50 歳代の各年代に先着順で 100 名に達
するまで回答を募り、その結果の調査を行った。
研究 5　大阪大学医学部の１年次、４年次、６年次
を対象とした教育介入研究を行った。授業前後でア
ンケート調査を行い、HIVに関連する知識の定着お
よびHIV 診療に対する意識の変容を調べた。なお、
本研究の倫理審査を受審した。　研究 6　昨年度作
成した教育プログラムを、全国のエイズ拠点病院
と連携薬局に配布し、各施設の教育状況と、教育
プログラムについてアンケート調査を実施した。
研究協力者の所属施設において、昨年度作成した
教育用ツールを利用して教育プログラムを試行し
た。　研究 7　啓発内容、eラーニングサイト開発
にあたり高校保健教育教諭にアンケート調査を行
い、結果を反映させる。啓発活動においては費用対

効果の高い方法、媒体等を検討し、公開したサイト
の情報を盛り込みサイトの広報を合わせて行う。　
研究 8　大阪府医師会員に大阪府内各医師会を通じ
てアンケート回答用WEBフォームを周知し、WEB
を通じて各機関から直接回答を得た（令和 4年 6 月
16 日〜同年 7月 31 日。1 機関は 1回答まで）。結果
を集計し分析した。

（倫理面への配慮）

HIV 陽性者へのアンケート調査などでは、「人を
対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」
を遵守する。

研究結果
研究 1　①基本的な知識の普及啓発として U=U
や「コンビネーション予防」の記載、②予防に有効
な国内施策を講ずるため諸外国から学ぶことの重要
性、③ HIV 治療の進歩による疾患概念の変化に応
じた医療体制として、拠点病院中心から、拠点病
院と診療所等との地域連携強化へ軸足を移す事など
を改正指針に反映すべきとの意見がされた。　研
究 2　令和 2年および令和 3年の年間新規感染者数
は 954 人 (95% 信頼区間：421 〜 1487) と推定され
た。同様に、1年あたりの推定診断率はそれぞれに
おいて 14.0%.(95% 信頼区間：12.4 〜 15.7) であり、
未診断の HIV 感染者数は平成 21 年の約 7600 人を
ピークに減少傾向にあり、令和 3 年には 4360 人と
推定された。全 HIV 感染者のうち 86.6%.(AIDS 未
発症者に限れば 81.7%) が診断されていると推定さ
れた。　研究 3　記述倫理的研究のうち一般医師に
対する HIV 診療に関する意識調査（WEB）では
約 200 例より HIV 診療及び HIV 感染症に対する
意識や態度について回答を得た。規範倫理的研究
では、UNAIDS などの国際的ポリシーで人権課題
などを enabler と位置付けする意味を明確化した。
研究 4　事前調査の回答者 10,000 件のうち.MSM
の割合は 12.5% であり、MSM432 名全員が日頃利
用する SNS・プラットフォームサービスは LINE、
YouTube、Twitter の順で割合が大きかった。性
的指向関連の情報の収集や交換のためのアプリ等で
は、Twitter、9monsters、YouTube がよく利用さ
れていた。9monsters はカミングアウト群で特に利
用が高い傾向であった。　研究 5　本研究につき倫
理審査委員会の承認を得た。「死に至る病気である」
などエイズに対する疾患イメージの保有率は一般人
に近く、授業により大幅に是正された。HIV に感
染するリスクに対する正しい理解が促進され、将来
HIV 診療に関わろうという意識変化が確認された。
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研究 6　調査は令和 4年 7-9 月に実施し 60 施設から
回答を得た（回収率 60.0％）。HIV 感染症に関する
講義の実施状況は薬学生：43.3％、薬剤師スタッフ：
21.7％、今後担当する薬剤師：26.6％であった。教
育プログラム使用希望の回答施設は 88.3％。教育用
ツールが提供されれば 90％以上の施設が使用希望の
回答があった。　研究 7　口コミや SNS など、不確
実な噂に左右されやすい 10 代の若者を対象に、HIV
検査普及週間に際し、FM放送を用いHIV/ エイズ
に関するメッセージを、若者に人気の番組前後の時
間帯に放送した。eラーニングの内容、伝え方につ
いて検討を行った。またシステム改修の検討を行っ
た。..研究 8　回答は 290 件であった。HIV 感染症
の治療効果については、「ある程度理解している」
と「あまり理解していない」が同数であった。「術前、
もしくは内視鏡等の検査前の感染症の検査」の実施
は 3割であった。回答者の約８割が、「日常診療で、
HIV 診療の経験が無い（直近３年間）」との結果で
あった。全体の約３割が、今後のHIVの診療対応を
「可能」あるいは「検討する」と回答した。

考 察
研究 1　他の研究班の専門家の意見も得られ、改正
に向けた前向きで有意義な意見を得た。　研究 2　い
わゆるケアカスケードの最初の 90（感染者中の診断
者の割合）が未達成である（86.6％）ことが判明した。
一因として新型コロナウイルス感染症の流行による
保健所等の業務逼迫や検査控えによる診断率低下が
推定されるが、日本の新規感染者数の減少傾向は継
続していると考えられた。.研究 3　一般医師に対す
る調査では、HIV診療に対する積極性や守秘義務な
ど倫理的課題に対する態度との相関変数は、年齢な
どが析出され、手引き作成で留意するべき点が明ら
かとなった。また enabler 概念は日本の予防指針で、
特に人権に対する取り組みの位置付けで検討すべき
と考えられた。　研究 4　「Twitter」はMSM顕在
層と潜在層の両方が用いるメディアであった。また
「9monsters」を利用しているユーザはカミングアウ
トの割合が高いことから、9monsters は MSMの顕
在層が集まるメディアであった。またMSM潜在層
の情報収集先として主にWeb コンテンツが考えら
れた。　研究 5　本HIV教育プログラムは、HIVに
関する啓発活動として大きな成果を挙げ、HIVに対
する理解の促進やHIV診療参加への意識変容を導く
可能性が示唆された。　研究 6　薬学生への講義は
約半数の施設で行われていた。薬剤師スタッフや今
後担当する後任の薬剤師への教育は今後の課題と考
えられた。教育プログラムや教育用ツールへの高い

ニーズがあり、本研究によってHIV感染症診療で重
要な服薬支援の均てん化に資すると考えられた。　
研究 7　啓発メッセージ CMの放送期間中エイズ予
防財団のYouTube 動画の視聴数が上昇したが、メ
ディアを利用した知識伝達の効果の直接的測定は困
難であり、指標の検討が必要と考えた。　研究 8　
HIV陽性者の受入を行うには、拠点病院や専門病院
との連携体制の構築、各種マニュアル作成や研修会
参加を挙げた回答者が多く、更なる取り組みが必要
と考えた。

自己評価
1）達成度について
各研究で進捗状況に差があるが、計画を概ね達成
できた。

2） 研究成果の学術的・国際的・社会的意義について
研究 1　近年の新しい知見に基づいて新たな課題
を抽出し、わが国のエイズ対策の根幹を成す予防
指針改正に資することは社会的意義が大きい。　
研究 2　得られた推定値はHIV/AIDS の予防に直結
する点で理論疫学研究の実装の潜在的可能性が極め
て高い。　研究 3　一般医師対象の本調査を社会学
専門の研究者と協働で実施する事によって、科学的
により妥当な調査・分析を行なえると考えられ、さ
らに当該調査は国内外でこれまでにあまり行われて
おらず独創的かつHIV 医療の今後の一般化を見据
えて重要な研究と考える。国際的に重視されている
Enabler 概念を国内に導入する事も重要な研究と考
える。　研究 4　アフターコロナによるインバウン
ドの再増加を含むライフスタイルの変化をWeb の
視点から今後推察する上で、貴重な研究である。　
研究 5　大阪大学医学部の医学生が医師となり、ど
この医療機関に従事しても、HIV感染者を適切に診
療することが出来ると期待される。　研究 6　大学
および卒後の薬剤師養成課程におけるHIV感染症に
関する教育プログラムが現在存在しないことから、
学術・教育的意義は大きい。薬局薬剤師については
厚労省の「患者のための薬局ビジョン」で HIV 感
染症患者に対する高度薬学管理機能が提言されるな
ど、達成できれば社会的意義は大きい。　研究 7　.
HIV 低流行国では感染予防教育の必要性、重要性が
軽んじられる恐れがあり、eラーニングシステムを
利用した費用対効果の高いHIV 感染症予防教育は
重要と考える。　研究 8　医師会での調査は少なく、
今後のHIV診療の病診連携を進める上で、本研究の
意義は高い。
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3）今後の展望について
研究 1　次年度は「第一　原因の究明」、「第二　
発生の予防及びまん延の防止」のうち『検査』、「第
七　施策の評価及び関係機関との連携」などについ
ての議論を予定する。　研究 2　地域別・年齢群別
の推定を実施し各特性の明確化、新型コロナウイル
ス感染症の流行の影響の定量化、異なるデータを利
用し推定の拡充に取り組む。　研究 3　いずれの研
究も論文として公表し、国内の今後の対策に向けた
提言として手引き等にまとめる予定である。　研究
4　急速な変化を遂げるWeb による情報発信のトレ
ンドを駆使したHIV受検啓発を進める。　研究 5　
アンケート回答数を増やすための対策を施し、複数
年度で本研究を実施することにより、研究の精度を
高めていく。　研究6　教育プログラムや教育用ツー
ルに対して高いニーズのあることが明らかになった
ので、今年度の結果をまとめ、最終年度は薬学生と
薬剤師スタッフに対する教育プログラムと、その評
価方法の完成を目指す。　研究 7　新型コロナウイ
ルス感染症の流行により感染症全般に関する正確な
情報が必要とされていると考える。対象に応じた効
果的な教育・情報提供システムの開発と啓発のさら
なる検討が必要である。　研究 8　各種研修会への
参加率も低い現状があり、会員への周知方法を含め
対応策を検討し、HIV診療への不安や疑問点の解消
が、行政および医師会等関連団体の役割と考える。

結 論
研究 1　HIV 陽性者を含む各分野の専門家による
議論は重要であり、次年度も引き続き専門家の声を
反映させた検討を行う。　研究 2　診断者割合をモニ
タリング可能な状態に築くことができた。今後、きめ
細やかな検査拡大に伴う疫学的インパクトを評価す
る疫学的なモデル推定体系を打ち立てていく。　研
究 3　記述倫理的研究としての一般医師を対象とし
た意識調査は、HIV診療の一般化に向けて重要な知
見を得ることに資するとともに今後より大規模かつ
定期的な調査の必要性を示唆するものである。規範
倫理的研究の対象とした enabler 概念は、国際的ポ
リシーと調和のとれた今後の日本のポリシー策定に
向け検討を要する重要な概念と考える。　研究 4　
性的指向にまつわる情報収集や情報交換のためによ
く使うアプリ・ウェブサービスがあるかを自由記述
で質問したところ、Twitter、9monsters、YouTube
が利用されていた。9monsters とは主にMSM向け
のマッチングサービスであり、特にカミングアウト
群で利用が高い傾向があった。　研究 5　大阪大学
医学部学生を対象としたHIV教育プログラムを実施

した。アンケート結果は、意識調査、理解度調査、
意識変容調査として重要な示唆に富むものであった
が、回答数は十分でなく単年度実施であり結果の解
釈は限定的である。今後も同プログラムを継続して
実施することにより、アンケートの分析精度を高め
る必要がある。　研究 6　服薬指導等を充実させる
ことで、服薬アドヒアランス低下による治療の失敗
を防ぎ、医療費の抑制に寄与し、国内のエイズ対策
推進に対して効果が期待できる。　研究 7　10 代の
若者を対象に、HIV 検査普及週間に際し、FM放送
を用いた予防啓発を行った。高校生世代に向けた e
ラーニングシステムに関する情報を収集した。　研
究 8　今回のアンケート調査結果を踏まえ、今後の
HIV診療の病診連携を進めたい。.
今年度までの研究成果をまとめ、改正に資する資
料作成と提案を行ない、最終年度は残った課題につ
き検討する。

知的財産権の出願・取得状況　（予定を含む） 
特になし。
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